
消費税率改定時の家計購買行動
1）

阿部修人・稲倉典子

2014年 4月の消費税率の改定は，駆け込み需要やその反動といった非常に大きな影響を家計購買

行動にもたらしたが，この変動を名目と実質でみた場合，4月以降に両者の間に顕著な乖離が生じて

いる．公式 CPIを実質化に用いる場合，同一商品の価格は個人間で同一と仮定されるため，増税に

より生じた価格の上昇分と，その影響の個人間での相違は限定的となる．本稿では個人の購買履歴を

記録したスキャンデータに基づき，個人間で商品価格が異なることを許容した個人別価格変化率を作

成し，税率改定時の個人間異質性の有無を検証した．その結果，価格変化率に顕著な相異が個人間で

生じており，消費税率改定といった大きなイベント時には，個人間で購入価格が同一であるという仮

定は極めて制約が強く，問題があることが示唆された．

JEL Classification Codes : D12, E21, H22

1．はじめに

2014 年 4 月 1 日に実施された 5％から 8％

への消費税率改定は，日本経済に大きな影響を

与えた．内閣府の試算によると，税率改定前後

の駆け込み需要とその反動は実質 GDP の 0.5

％∼0.6％程度であり2），日本銀行の試算では

駆け込み需要は 2013 年度成長率を 0.5％押し

上げ，一方その反動は 2014年度において 1.2％

の下押し効果があった3）．

一方，世界各国に目を転じると，8％という

日本の消費税率は非常に低い．ヨーロッパ各国

ではのきなみ 20％前後の付加価値税が課され

ており，日本同様，一桁代の付加価値税を課し

ているのはシンガポールや台湾など，ごくわず

かである．急速な少子・高齢化の進展を考慮す

ると，長期的には，広い課税ベースをもつ消費

税（付加価値税）への移行が日本でも進んでいく

と考えるのは自然である．実際，2017 年 4 月

における 8％から 10％への引き上げは 2014年

4 月の国会で決定されており，長期的には，

20％を超える税率への上昇が必要という主張

も頻繁になされている4）．

2014年に実施された消費税率改定が家計消

費に与えた影響については多くの調査・報告書

が出版されているが，特に注目するべきものと

して，2015年 2月から 3月にかけて行われた

日本銀行による「生活意識に関するアンケート

調査」（第 61回）がある．そこでは，税率改定直

後に支出を控えた家計は 6割に上り，そのうち

7割が 2015年初頭の段階でも依然として支出

を控えているという．また，2014年 8月から 9

月にかけて行われた，ゆうちょ財団による「く

らしと生活設計に関する調査」（第 2回）では，

消費税率改定前の駆け込み需要を行った世帯は

全体の 32％であるのに対し，引き上げ後に支

出額を減らしたのは 24％に留まっている．し

かしながら，買い物行動に関しては全体の

35.6％の世帯が変化させたと回答している．具

体的には，より価格の安い商品への移行（45.3

％），安売りの際のまとめ買いの増加（43.0％），

価格の安い店舗へのシフト（35.3％）等である．

日本銀行の調査は，消費税の影響が長期的であ

ること，またゆうちょ財団の調査は，税率上昇

に対し，支出額は変わらなくとも，より安い商

品への代替を行った家計が多いことを示してい

る．一方，両調査とも，支出・購買パターンを

変えていない家計も少なからずいることを示し

ており，家計間で税率改定に対する反応が大き

く異なることも示唆している．
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家計が物価上昇に対し，より安い商品への代

替を進め，もしくは特売での購入比率を高めた

場合，その影響を公式統計で把握することは困

難となる．なぜなら，公式統計で把握できるの

は支出額と，定価で販売されている大型小売店

における特定銘柄の価格に限られるからである．

結果として，実質支出は全ての家計に共通の商

品価格で計算することになる．この場合，家計

の名目支出額や支出対象商品は変わらなくとも，

同じ商品を特売で購入する頻度を増加させてい

る場合，実質支出額は増加しているはずだが，

公式統計ではそのような変化を把握することは

著しく困難である．また，特売や安売り店をど

の程度利用するかは家計により大きく異なるこ

とが知られており，さらに，同一銘柄であって

も，家計により購入価格に大きな差があること

もまた各国で報告されている5）．すなわち，家

計間の商品購入価格の違いを考慮するか否かで，

消費税率改定後の実質家計消費支出に関する評

価は大きく異なってくる可能性があるのである．

本稿では，税率改定前後の個人の購買行動に

ついて，名目支出，実質支出，価格変化率に着

目し，名目支出と実質支出の乖離が個人間で異

なる可能性について分析する．これは実質化に

用いるべき価格指標が個人間で異なる可能性を

検証することに他ならない．価格指標が個人間

で一定とは仮定できない 1つ目のケースは，個

人が直面する商品価格が一定であったとしても，

支出品目や支出額の構成，つまり支出バスケッ

トが個人間で異なる場合である．2つ目として

は，支出バスケットの相違に加え，商品の購入

価格自体が個人間で異なる可能性が考えられる．

個人別価格指標を作成する際，公式 CPI の品

目別値の加重平均値を用いる場合が前者に当た

り，個人の購買価格の情報も利用できる場合は

後者の指標が算出可能である．本稿では，調査

会社インテージにより収集されている SCI Per-

sonal（全国消費者パネル調査）の購買履歴デー

タから後者の指標を作成し，公式 CPI による

実質化との結果の違いを分析する．

税率改定前後の個人の購買行動に関して行っ

た分析の主要結果は以下の通り．（1）2014年 1

月と比較し，3月の名目支出は大きく増加して

いるが，高齢者ほど伸び率が高く，年収の高い

家計ほど伸び率は低い．公式 CPI から作成し

た個人別価格指標では，高齢者ほどより物価上

昇率は高くなる傾向があるが，異なる所得階層

間での差は観察されない．一方，SCI Personal

の購買履歴から作成した価格指標を用いると，

物価上昇率は高齢層で低く，高所得者では高く

なっている．また，職業別の実質支出や物価変

化率の相異も，SCIの価格指標を用いる場合の

方が CPIベースの個人別価格指標のそれより

属性間の差は大きくなる．これは，消費税改定

後の価格上昇に対し，低所得者は高所得者より

も，より安い商品の購入を行うことで生活防衛

を図っており，公式 CPI で計算される家計間

物価格差は，低所得者層の厚生悪化を過大評価

している可能性を示唆している．（2）1月と比

較した場合の 4月の名目支出は大きく低下する

が，その低下幅は若年者ほど，また低所得者ほ

ど大きくなっている．個人別の物価上昇率につ

いては，公式 CPI を用いた場合は高齢者ほど

高く，高所得者ほど低くなっている．一方で，

SCI Personalを用いる場合，高齢者ほど低くな

っている．ちなみに，コンビニエンスストアで

の購入行動をコントロールすると，所得階層別

の価格変化率の差はかなり小さくなり，コンビ

ニでの購入額の相異が個人間価格変化率の差に

関して大きな説明力を有していることがわかる．

実質支出の増加率は高齢者ほど高く，公式 CPI

で実質化した場合よりも SCI Personalを用い

る場合の増加幅がより大きい．

2．公的統計からみた消費税率改定の影響

本節では，総務省『家計調査』や『小売物価

統計調査』等の公式統計に基づき，消費税率改

定と家計消費支出の間にどのような関係があっ

たかを整理する．

図 1は税率改定前後におけるマクロ的に見た

名目家計消費支出の動きを国民経済計算と家計

調査からみたものである．

図から明らかなように，税率改定直前の

2014年 3月には非常に多くの家計消費支出が
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記録されており，特に保存可能な家事用消耗品

は，前年同期比で 54.7％もの増加が観察され

ている．その反動は 4月に明確に出ており，家

事用消耗品は 17.7％の低下が記録されている．

全消費支出では，3月期の上昇は 9.3％であり，

4月期では−0.7％である．また，国民経済計

算ベースの家計最終消費支出（四半期値）の名目

の伸び率は，第二四半期におい

てほぼゼロである．名目消費支

出が税率改定後の 4月や第二四

半期において前年同期と比べて

ほとんど変化していないという

ことは，家計は税込みでは，前

年とほとんど支出総額を変化さ

せていないことを意味する．

消費税率改定は，医療費，家

賃などの一部の消費項目を除き，

ほぼ全ての商品について一律に

価格が上昇するイベントでもあ

る．品目ごとの実質

と名目の動きをまと

めると，図 2のよう

になる．

縦軸のスケールが

異なることに注意し

ながら図 2をみると，

2014 年 4 月以降は

名目と実質の乖離が

大きくなり，例えば

名目食料支出は 4月

に一瞬ゼロとなった

以降は上昇傾向にあ

るが，実質では大き

くマイナスとなって

いる．これは，家事

用耐久品や消費支出

全体でも同様であり，

多くの家計が，「名

目」では 4月以降も

支出総額を変えてい

ないというアンケー

ト結果と整合的であ

る．一方，実質での低下は大きく，4月の消費

支出全体は前年同期で−4.65％の低下を記録

し，その後も変化率はマイナスで推移している．

実質値の変化において，物価上昇の影響が大き

いことがわかる．

次に，総務省の消費者物価指数で，世帯間で

価格変化率がどの程度異なるか，勤労者世帯の
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図 2．家計消費の名目・実質増減率（対前年同月比）

出所） 総務省『家計調査』，総務省『消費者物価指数』より作成．

注 1） 実質増減率=（（100+名目増減率）÷（100+各項目に対応する消費者物価指数の変化率）−1）×100．

2） 消費支出の実質化に用いている消費者物価指数は「総合」ではなく，「持家の帰属家賃を除く総

合」．

3） 表中の SCI品目は，『家計調査』及び『消費者物価指数』における以下の項目について集計した

ものである．「米類」「パン」「めん類」「他の穀類」「魚肉練製品」「他の魚介加工品」「加工肉」

「牛乳」「乳製品」「乾物・海藻」「大豆加工品」「果物加工品」「油脂」「調味料」「菓子類」「他の

調理食品」「茶類」「コーヒー・ココア」「他の飲料」「酒類」「家事用消耗品」．

図 1．消費支出の推移（名目，前年同月比）

出所） 総務省『家計調査』，内閣府『国民経済計算』より作成．

注） 家計調査は二人以上の世帯．



年間収入五階層と 60歳以上の無職世帯につい

て，価格変化率を比較した（図 3）．

この場合消費者物価指数の世帯属性間の差は，

支出品目のウェイトの差から生じており，ある

世帯が特売で購入している否か，あるいはコン

ビニエンスストアでの購入があるかなどは反映

されていない．そのため，価格変化率の世帯間

格差は非常に少なく，各品目において，年収お

よび年齢間での差はほぼゼロである．したがっ

て，家計調査と総務省の公式 CPI（Consumer

Price Index）を用いる限り，家計の名目支出は

消費税率引き上げ後の 4月において前年同期と

ほとんど変わっておらず，家計間での物価の差

も生じていないことになる．

3．データ

本稿の以下の分析では，株式会社インテージ

による『全国消費者パネル調査（SCI）』を活用

する．この調査データは，個人の購買履歴を記

録したものであり，スキャンデータと呼ばれる

ものである．具体的には，調査対象者が何らか

の商品を購入した際，商品のバーコードを専用

端末で読み込み，調査会社に送信することによ

り日々の購買履歴が記録される6）．調査項目は，

バーコード，品目，購入個数，購入金額，日時

である．また，最大の特徴として，商品をどこ

で購入したか，という購入チャネルの情報も利

用可能である．なお，調査品目はバーコードの

付与された商品に限られるため，生鮮食料品や

総菜，弁当は除かれる7）．

調査対象者は全国の 15歳から 69歳までの男

女個人で，サンプルサイズは約 48000である8）．

ただし，本稿では 48000人の個人単位のデータ

ではなく，回答者の属性により集計された以下

①から④の月次データを用いている9）．

①100人当たりの購買金額

②容量単価

③実購買者数

④サンプルサイズ

集計に用いた属性は「未既婚」「性別」「年

齢」「世帯年収」「職業」の 5つで，これらの属

性の組み合わせは 900通りになる10）．すなわち，

900のグループを仮想的な個人とみなして分析

を行ったわけである．例えば，「20歳代の未婚

男性，年収 400万円未満，派遣社員」という属

性のグループが，ヨーグルトをどこで，どれだ

け，いくらで購入したか，という月次データが

分析データの最小単位となる11）．調査品目は
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図 3．世帯属性別・価格変化率

出所） 総務省『消費者物価指数』より作成．

注） 表中のローマ数字（Ⅰ∼Ⅴ）は，勤労者世帯の年間収入五分位階級を表す．



269あり，このうち容量単価の情報を利用でき

るのは 156 品目である12）．なお，家計調査や

CPIと異なり，商品価格は税抜きである．

表 1は，SCIに含まれる回答者の特徴をまと

めたものである．全体の標本に対し未婚の男女

はそれぞれ約 15％，既婚男性が 24％，既婚女

性が最も多い 46％である．既婚・未婚いずれ

も，様々な年齢階層，所得階層および職業がカ

バーされていることがわかる13）14）．なお，SCI

における調査対象は個人であるため，本人以外

の家族が購入した商品は含まれていない．

図 4は，月別の商品大分類別の購入金額

の推移を 2014年 1月を基準に示している．

利用データが 2014年 1月から 9月までに

限られるため，前年同期からの変化率をと

ることができず，そのため季節性の調整が

できないという欠点があるが，3月におけ

る支出の増加は明らかであり，特に保存可

能な雑貨や化粧品への支出増加率が非常に

大きいことがわわかる．一方，4月におけ

る支出低下は食品，飲料以外のどの分類で

も非常に大きい．5月の食品，飲料につい

ては 1月の水準以上に上昇しているが，こ

れは牛乳やヨーグルトのように，夏に向け

て飲料の支出が増加するという季節性を反

映しているとおもわれる．同様に，7-8月

における支出は季節性の影響がさらに強く

生じている可能性が高く，消費税の影響が

どの程度含まれるかはこの図からは明らか

ではない．

表 2は，購入チャネル，すなわ

ち，商品をどのような店舗形態の

店で購入したかを個人属性別に整

理したものである15）．なお，本デ

ータは原則として，商品コード

（Japanese Article Number : JAN

コード）が附されている商品に限

定されており，生鮮食料品や弁当

などの日配品が含まれないことに

注意されたい．そのため，ここで

の数値は，商業動態統計等の，店

舗形態別総売上，あるいは全国消

費実態調査における購入先別支出シェアとは異

なるものになっていることに注意する必要があ

る．表 2から直ちに，高齢者のコンビニでの支

出割合が若年層の半分程度と非常に低く，逆に

スーパーでの購入比率が高いこと，専業主婦

（主夫）の宅配・通販とスーパー利用率が高いこ

と等，個人属性別に購入チャネルに大きな違い

があることがわかる．女性のスーパーへの支出

額が男性に比べて非常に大きく，逆にコンビニ

での支出が低いのは，女性は家計全体のための
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22,28211,5097,2907,651トータル

既婚（女）既婚（男）未婚（女）未婚（男）

表 1．回答者属性別・サンプルサイズ（SCI, 2014年 1月）

40∼49歳

6,2312,6101,9052,25030∼39歳

2,1254383,1532,52520∼29歳

年齢

世帯年収

2,2262,14934236860歳∼

4,8003,04891395650∼59歳

7,1923,3371,1811,703

821989550∼699万

5,2922,4091,2381,500400∼549万

4,7682,2953,7383,537∼399万

144828不明

3,7632,563809850900万∼

4,1472,114751840700∼899万

4,4102,146

6021,147280750自営業・個人事業主

3,1478,2342,9543,731正社員・公務員

職業

43

専業主婦・専業主夫

7,0703231,483854パート・アルバイト

790210207216その他の職業

1,3086391,106693派遣社員・契約社員

541941771774無職

3018583738学生

9,11752――

図 4．商品大分類別・購入金額の推移（SCI）



支出を行っている可能性が高いことを示唆して

いる16）．

4．SCIを用いた消費税率改定前後の個人の購

買行動

本節では，前節で紹介した SCI を用い，消

費税率改定前後の消費支出の名目，実質，及び

価格変化率そのものに個人間でどの程度の差が

生じていたか否かを考察する．SCIには，回答

者の商品購入履歴が含まれており，その中には

JAN コード，購入先店舗，購入量および購入

金額が含まれている．したがって，価格と数量

の両情報が含まれているため，パーシェ指数や

ラスパイレス指数などの標準的な家計別物価指

数を作成可能である．実際，Aguiar and Hurst

（2007）や Abe and Shiotani（2014）は，パーシェ

指数に準じた家計別価格指数を構築している．

具体的には，同一商品コードの購入価格の平均

値を全て 1に基準化し，各家計が購入した商品

の支出をウェイトとし，各商品価格の相対価格

を集計している．Aguiar and Hurst（2007）は米

国のホームスキャンを用い，かなり大きな年齢

間価格差を二段階最小二乗法で見出しているが，

日本の同様のデータを用いた Abe and Shiotani
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その他の職業

0.1040.1240.2210.1190.432178,221211,372377,541203,654738,960派遣社員・契約社員

0.1000.1150.2080.139

① 100人当たり購入金額（円）

表 2．購入チャネル別の支出割合

149,538291,841474,586122,7411,133,407パート・アルバイト

0.0890.1620.2090.0660.474189,791345,931448,208142,1051,014,626

HCDS
コンビニエ
ンスストア

スーパーその他宅配通販HCDS
コンビニエ
ンスストア

スーパー

② 各購入チャネルへの支出割合

0.0610.1700.2070.0240.538168,415467,701571,22866,8731,485,065専業主婦・専業主夫

0.0690.1340.2180.0570.522

未既婚

0.0880.1320.2130.0930.475162,395243,740394,460172,212879,369トータル

その他宅配通販

275,450380,594143,774884,409無職

0.1070.0750.2360.1230.45979,18155,870174,32890,861339,885学生

0.0760.494162,516290,857435,376158,2071,022,006既婚

注） SCIにおける購入チャネルは 22通りあるが，表中ではスーパー，コンビニエンスストア以外について以下のように集計している．

HCDC：「ホームセンターディスカウントストア」，「薬局ドラッグストア」，「酒ディスカウントストア」

宅配通販：「宅配（生協）」，「宅配（酒屋）」，「宅配（牛乳店ヤクルトレディ）」，「宅配（ネットスーパー）」，「通販（インターネット）」，

「通販（カタログ電話他）」

その他：「100円99円ショップ」，「酒屋（店頭購入）」，「デパート」，「自動販売機」，「訪問販売」，「パン菓子店」，「ペット用品店」，

「ベビー専門店おもちゃ屋」，「コーヒー専門店」，「駅売店」，「その他の店」．

0.0830.1500.2070.0780.481153,056

593,166

性別

男性

0.1120.1070.2200.1380.423162,167154,804317,229198,647610,133未婚

0.0790.1410.210

0.507174,924363,283501,56091,8601,165,294女性

0.1070.0880.2040.1800.422149,853124,082287,256252,642

20∼29歳

年齢

0.0760.1580.2180.040

147,900172,589373,792171,587725,01830∼39歳

0.1100.0850.2610.1140.431112,57287,387267,203116,670441,337

0.0830.1180.2100.1080.481165,251233,511416,380214,359952,86340∼49歳

0.0930.1080.2350.1080.456

357,532437,026141,0581,080,38560歳∼

0.0830.1460.1980.0920.482186,719328,549446,981206,8201,088,15650∼59歳

世帯年収

0.0850.1620.1980.0640.490187,404

396,326165,650883,435400∼549万

0.0820.1170.2200.0940.486138,197197,206369,687158,031817,411∼399万

0.2170.0930.481156,121241,643413,557176,112916,435550∼699万

0.0820.1270.2170.0910.484149,228232,368

203,392915,247900万∼

0.0950.1430.2080.0880.467187,631283,122412,693174,878926,332700∼899万

0.0820.127

0.0560.600105,057130,489346,09295,2931,014,039不明

0.1030.1550.1980.0990.446210,716317,684406,290

605,308正社員・公務員

職業

0.0620.0770.205

0.439182,092210,409380,688253,531802,996自営業・個人事業主

0.1130.1000.2150.1570.414165,698146,327313,677229,905



（2014）では，年齢間の価格差は統計的には有意

になるものの，その差そのものは非常に小さい

値に留まっていた．この違いの理由は明らかで

はないが，米国ではクーポンによる割引が大き

いこと，多くの家計が同一商品を購入していな

いと，家計間格差が十分に出てこないこと等が

その理由として考えられる．極端な例として，

全ての家計が異なる商品を購入しているとする

と，家計間物価指数は全ての家計で同一の 1と

なってしまうのである．

本考察では，個人が購入した商品価格そのも

のではなく，容量単価を用いる．SCIには個々

の商品に関する詳細な情報が含まれており，そ

の中には容量情報もある．すなわち，ある商品

が 2リットルのオレンジジュースなのか，500

mlなのかを知ることが出来る．そこで，品質

の差を無視し，各商品の容量単価を計算し，そ

れをもって個人別の価格とみなすのである17）．

このような容量単価を用いた価格指数は古くか

ら用いられており，現在では輸出・輸入物価指

数で日本を含む各国で使われている18）．近年で

は，米国におけるホームスキャンデータを用い，

Broda and Romalis（2009）が容量単価に基づく

家計別物価指数を作成し，実質家計支出を計算

している．本考察でも Broda and Romalis

（2009）に従い，個人別容量単価指数を用いる．

具体的には，各サンプルの名目支出をデフレー

トする際に，①公式 CPI の品目別指数の値を

用いる場合，② SCI の容量単価を用いるが，

全個人属性でその値を共通（平均値）とする場合，

③ SCIの容量単価を各個人属性で異なると仮

定する場合，の三種類の方法を考える．①は公

式 CPI を用いたデフレートであり，北村

（2008）や黒田・山本（2010），宇南山・慶田

（2011）と同様の手法となり，個人間の物価の違

いは購入ウェイトの違いにより生じる19）．②は

容量単価を用いているものの，個人間の物価の

違いは①と同様に購入ウェイトの差のみから生

じる．③の場合は，個人間での実際の購入価格

の差も反映することになる．

具体的な計算方法は下記の通りである．

はじめに，個人 iが t月に購入した品目m

の単価 pを作成する．SCIで利用できるデー

タの最小単位は「個人属性」×「品目」×「購入チ

ャネル」の月次データであるため，購入チャネ

ルへの支出割合をウェイトとする加重平均値が

ここでの単価である．

p =∑
  e

∑ e  p

e：個人 i，品目m，購入チャネル s，

t月の支出額（100人当たり金額）

p：個人 i，品目m，購入チャネル s，

t月の単価

次に，個人 iが購入する品目mの名目支出

変化率 E，単価変化率 Pを 2014年 1月を

基準時点とし，以下のように計算する．

E = ln (e )−ln (e )

e =∑

e

P = ln ( p )−ln ( p )

実質支出変化率 Rは，前述した通り 3 つ

の方法でデフレートする．

① CPIでデフレート：

R = E−CPI

CPI = ln ( cpi )−ln ( cpi )

cpi：総務省『消費者物価指数』におけ

る品目別指数20）21）．

② SCI単価変化率平均値でデフレート：

R = E−P

P =∑
  e×d

∑  e×d P

d：当該個人属性に属するサンプルサイズ

③個人別 SCI単価変化率でデフレート：

R = E−P

最後に，品目別に求めた変化率を集計し，個

人別の名目支出変化率 E，価格変化率 P，実

質支出変化率 Rを求める22）．

E =∑
  e

∑e E, P =∑
  e

∑e P,

R =∑
  e

∑e R

図 5は，SCIにおける名目支出および三種類

の方法で作成した実質支出の変化を示している．

CPIで実質化する①に比べ，②や③の実質支出
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変化率は 3月での増加率が高く，また 4月にお

ける落ち込みは比較的少ない．これは，品目別

単価平均値が購入金額をウェイトとした世帯間

の加重平均値であるため，当該品目への支出が

多い世帯の購買行動がより強く反映される結果

である．すなわち，容量単価指数を用いた場合，

より大きなウェイトを占める個人が CPIに比

べ，低い価格変化率に直面していたことが示唆

される．

基本統計量は表 3にまとめてある．2014年 1

月を基準とする価格変化率は，①の CPI で 3

月，4 月ともに 0.2 から 0.3％のプラスであ

る23）．一方，②，③については 3 月で約 2％の

マイナス，4月で約 0.1％のマイナスとなって

いる．特に，3月のマイナス値については，増

税前の駆け込み需要で，より単価の安い商品へ

の支出割合が高まったことを示唆している24）．

また，個人間の購入チャネルの相違も考慮する

ために，スーパーマーケットとコンビニエンス

ストアへの支出割合も用いる．3月と 4月を比

較した場合，3月においてスーパーマーケット

への支出割合が低く，コンビニエンスストアへ

の支出割合が高い．この背後には，増税前に急

増した支出額がスーパーマーケット以外のあら

ゆる購入チャネルに及んだことが考えられる25）．

5．回帰分析

表 4 は，2014 年 3 月における名目支出，実

質支出及び物価に関する各変化率を家計属性に

回帰したものである26）．回帰式（1）は SCIの名

目支出変化率であり，（2）と（3）は公式 CPI を

用いて実質化した支出変化率，および公式 CPI

で計測した個人別物価指数の変化率をそれぞれ

被説明変数としたものである．なお，説明変数

が（1）-（3）で共通であり，かつ

名目支出変化率=実質支出変化率

+価格変化率，

が成立しているため，（1）の OLSの係数は（2）

と（3）の係数の和に等しくなっている．換言す

れば，表 4の推計結果は，個人の名目支出変化

率に対する各個人属性の貢献を実質支出の変化

分と価格変化率の変化分に分解した結果を示し

ている．

税率改定前の 2014年 3月には，公式統計と

SCIの双方で急激な支出額の増加が観察されて

いる．名目支出の変化率を被説明変数とする回

帰式（1）によれば，この期における支出の増加

率は，未婚より既婚で，男性よりも女性で有意

に高い．また，年齢に着目すると，年齢が高ま

るほど変化率はプラスで高い値となっており，

特に 60歳以上の変化率の高さが顕著である（20

代に比べプラス 13.2 パーセンテージ・ポイン

ト）．世帯年収別にみると，最も年収の低い層

で支出変化率が高く，回答者の職業については

専業主婦・主夫世帯の支出変化率が高い27）．

次に，実質支出の変化率について確認する．

前述した通り，本稿では実質化の価格指数とし

て以下の 3つを用いる．1つ目は，公式 CPIと

して公表されている品目別価格指数で，個々の

商品価格およびその変化率は個人間で共通であ

ると仮定している．ただし，個人間で購入する
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図 5．消費税率改定前後の支出額の変化（名目・実質）

出所） インテージ『SCI』，総務省『消費者物価指数』より作成．

注） ここでの個人は，ある属性の組み合わせ（例えば，「未婚・男性・20代・世帯年収 400万円未満・正

社員」）に属するグループ全体を指すため，当該グループのサンプルサイズをウェイトとする支出変

化率の加重平均値が図中の値である．



品目や支出ウェイトが異なれば，価格変化率は

個人間で異なり，結果として名目支出変化率と

実質支出変化率の乖離が個人間で異なるものと

なる．回帰式（3）の係数はこの個人間の支出ウ

ェイトの違いを通じた価格変化率の相違を反映

しているが，総じて係数の絶対値は小さい．こ

れは，総務省が公表している世帯属性別・価格

変化率（図 3）の結果と整合的である．仮に CPI

を用いて名目支出（所得）と実質支出（所得）の個

人間格差を比較すると，個人間の価格変化率の

相違（Inflation inequality）を通じた効果はほと

んど観察されないことになる．

実質化の際の 2つ目の価格指数は，SCIを用

いた容量単価指数である28）．これと公式 CPI

との大きな違いの一つは，特売による財の購入

や同一品目内での購入商品の変動（代替効果）を

反映できる点である．表 3によれば，CPIを用

いた 3 月の価格変化率の平均値は 0.27％であ

り，一方 SCIの平均値はマイナス 1.9％と低く，

この期における割安商品（単価の低い商品）への

購入割合の増加がみてとれる．個人属性をコン

トロールした実質支出変化率の回帰式（2）と（4）

の切片の係数はそれぞれ 0.216，0.237であり，

やはり後者で 2パーセンテージ・ポイントほど

高くなっている．ただし，個人が直面する価格

変化率は一定と仮定しているため，個人別価格

変化率の回帰式（5）の係数は回帰式（3）と同じく

絶対値としてそれほど大きくない．回帰式（3）

と（5）を比較した場合，係数の値がプラスから

マイナスに変化している個人属性（未婚，年収

400万∼549万，派遣社員・契約社員）があるが，

これらの属性において，支出ウェイトの高い品
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2014年 3月

最大値最小値標準偏差平均値

表 3．基本統計量

②実質：SCIの単価指数（サンプル平均）で実質化

0.70977−0.527660.115060.29519①実質：CPIで実質化

0.71401−0.527660.115780.29788名目

支出変化率（基準時点=2014年 1月）

0.00269①CPI

価格変化率（基準時点=2014年 1月）

0.63969−0.511120.118350.31591③実質：SCIの個人別単価指数で実質化

0.72535−0.525160.114670.31721

特定購入ルートへの支出割合

0.23972−0.198810.02895−0.01804③SCIの個人別単価指数

0.00541−0.081700.00615−0.01934②SCIの単価指数（サンプル平均）

0.02898−0.012970.00341

サンプルサイズ=44,851

100.088490.06772コンビニエンスストア

100.137910.69040スーパーマーケット

1.38332−0.827530.13476−0.02183名目

支出変化率（基準時点=2014年 1月）

2014年 4月

価格変化率（基準時点=2014年 1月）

0.89021−0.880370.12775−0.01605③実質：SCIの個人別単価指数で実質化

1.40914−0.821460.13649−0.01277②実質：SCIの単価指数（サンプル平均）で実質化

1.38527−0.824780.13569−0.02489①実質：CPIで実質化

−0.00578③SCIの個人別単価指数

0.02332−0.063280.00812−0.00906②SCIの単価指数（サンプル平均）

0.02300−0.037830.005580.00306①CPI

0.028980.02222コンビニエンスストア

100.143310.73041スーパーマーケット

特定購入ルートへの支出割合

0.93109−0.323020.04679

注 1） 個人別の名目支出変化率は，品目別の支出変化率の加重平均値（ウェイトは支出額割合）．

2） ここでのサンプルサイズは，属性の組み合わせで作成されたグループ（疑似的な個人）に属する実際のサンプル

サイズを足し合わせたものである．詳細については脚注 22を参照のこと．

サンプルサイズ=43,853

0.099050
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健
な
標
準
誤
差
．

**
*
p
<

0.
01
，

**
p
<
0.
05
，
*
p
<
0.
1．

−
0
.1
0
7
3
**
*

−
0
.1
0
5
2
**
*

自
営
業
・
個
人
事
業
主

回
答
者
職
業

（
ベ
ー
ス
ケ
ー
ス
は

正
社
員
・
公
務
員
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
2
）

①
実
質
：
C
P
I
で
実
質
化

名
目
支
出

変
化
率

説
明
変
数

（
1
1
）

（
1
0
）

（
9
）

（
8
）

（
7
）

（
6
）

（
5
）

（
4
）

（
3
）

（
2
）

（
1
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
4
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
4
）

（
0
.0
0
4
）

0
.0
1
6
1
**
*

0
.0
1
7
5
**
*

0
.0
1
3
7
**
*

−
0
.1
2
0
2
**
*

−
0
.0
7
8
8
**
*

−
0
.1
1
8
9
**
*

0
.0
0
1
7
**
*

−
0
.1
0
6
9
**
*

0
.0
0
2
0
**
*

−
0
.0
3
1
2
**
*

−
0
.0
0
4
1
**
*

−
0
.0
2
2
1
**
*

0
.0
0
1
0
**
*

−
0
.0
2
7
2
**
*

−
0
.0
2
6
2
**
*

未
婚
（
ベ
ー
ス
ケ
ー
ス
は
既
婚
）

③
実
質
：

S
C
I
の
個
人
別
単
価
指
数
で
実
質
化

②
実
質
：
S
C
I
の
単
価
指
数

（
サ
ン
プ
ル
平
均
）
で
実
質
化

−
0
.0
7
9
2
**
*

−
0
.0
5
9
5
**
*

−
0
.0
7
8
7
**
*

−
0
.0
0
2
0
**
*

−
0
.0
6
6
7
**
*

0
.0
0
0
6
**
*

−
0
.0
6
9
3
**
*

−
0
.0
6
8
7
**
*

派
遣
社
員
・
契
約
社
員

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
4
）

（
0
.0
0
5
）

（
0
.0
0
4
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

−
0
.0
0
0
2

0
.0
0
5
5
**
*

0
.0
0
5
0
**
*

−
0
.0
2
8
5
**
*

−
0
.0
2
6
3
**
*

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
3
）

（
0
.0
0
3
）

（
0
.0
0
3
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
3
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
3
）

（
0
.0
0
3
）

0
.0
1
1
0
**
*

0
.0
1
1
9
**
*

0
.0
1
0
0
**
*

0
.0
1
5
3
**
*

0
.0
0
4
7
**
*

0
.0
0
2
3
**
*

0
.0
8
8
6
**
*

0
.1
1
9
9
**
*

0
.0
9
5
3
**
*

0
.0
0
7
0
**
*

0
.0
9
0
6
**
*

0
.0
0
5
1
**
*

0
.0
9
2
5
**
*

0
.0
9
7
6
**
*

女
性
（
ベ
ー
ス
ケ
ー
ス
は
男
性
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
5
）

0
.0
2
2
0
**
*

0
.0
2
3
8
**
*

0
.0
1
9
1
**
*

−
0
.1
4
3
7
**
*

−
0
.0
9
3
0
**
*

−
0
.1
4
2
2
**
*

0
.0
0
4
5
**
*

−
0
.1
2
7
6
**
*

0
.0
0
3
1
**
*

−
0
.1
2
6
2
**
*

−
0
.1
2
3
1
**
*

そ
の
他
の
職
業

0
.0
4
0
2
**
*

0
.0
4
0
2
**
*

3
0
代

回
答
者
年
齢

（
ベ
ー
ス
ケ
ー
ス
は

2
0
代
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
3
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

−
0
.0
2
9
6
**
*

−
0
.0
0
0
4
**
*

−
0
.0
3
0
1
**
*

−
0
.0
3
0
6
**
*

パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
4
）

（
0
.0
0
5
）

（
0
.0
0
4
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
5
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
5
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

0
.0
0
2
0
**
*

0
.0
0
0
8

0
.0
0
0
8

0
.0
3
8
8
**
*

0
.0
3
9
5
**
*

0
.0
3
9
4
**
*

0
.0
0
0
4
**
*

0
.0
3
9
8
**
*

−
0
.0
0
0
0

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
2
）

0
.0
0
6
4
**
*

0
.0
0
6
1
**
*

0
.0
0
5
9
**
*

−
0
.0
3
6
8
**
*

−
0
.0
3
5
1
**
*

−
0
.0
3
6
5
**
*

−
0
.0
0
1
0
**
*

0
.0
6
3
3
**
*

0
.0
7
2
7
**
*

0
.0
6
4
9
**
*

0
.0
0
0
4
**
*

0
.0
6
7
5
**
*

0
.0
0
0
2
**
*

0
.0
6
7
7
**
*

0
.0
6
7
9
**
*

4
0
代

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
2
）

0
.0
1
0
9
**
*

0
.0
1
1
6
**
*

0
.0
1
4
4
**
*

0
.0
0
8
2
**
*

0
.0
1
4
9
**
*

−
0
.0
0
1
2
**
*

0
.0
2
7
7
**
*

−
0
.0
0
0
5
**
*

0
.0
2
6
9
**
*

0
.0
2
6
5
**
*

専
業
主
婦
・
専
業
主
夫

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

0
.0
0
6
2
**
*

0
.0
0
3
8
**
*

0
.0
0
3
1
**
*

無
職

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
2
）

0
.0
1
2
5
**
*

（
0
.0
0
2
）

0
.0
0
4
4
**
*

0
.0
0
0
5

−
0
.0
0
1
5
**

0
.1
0
5
8
**
*

0
.1
3
0
3
**
*

0
.1
0
8
9
**
*

0
.0
0
2
3
**
*

0
.1
0
5
1
**
*

0
.0
0
0
7
**
*

0
.1
0
6
7
**
*

0
.1
0
7
4
**
*

5
0
代

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
3
）

（
0
.0
0
3
）

0
.0
2
1
5
**
*

0
.0
1
8
7
**
*

0
.0
1
6
1
**
*

−
0
.0
3
4
0
**
*

−
0
.0
0
4
3

−
0
.0
3
1
2
**
*

0
.0
0
3
4
**
*

−
0
.0
1
8
4
**
*

0
.0
0
2
4
**
*

−
0
.0
1
7
5
**
*

−
0
.0
1
5
1
**
*

0
.1
3
1
1
**
*

0
.0
0
1
1
**
*

0
.1
3
1
1
**
*

0
.1
3
2
3
**
*

6
0
歳
以
上

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
2
）

ス
ー
パ
ー
依
存
率

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
3
）

（
0
.0
0
3
）

（
0
.0
0
3
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
3
）

（
0
.0
0
3
）

（
0
.0
0
3
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
3
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
3
）

（
0
.0
0
3
）

0
.0
0
4
7
**
*

0
.0
0
0
4

−
0
.0
0
3
0
**
*

0
.1
3
1
3
**
*

0
.1
7
0
6
**
*

0
.1
3
5
2
**
*

0
.0
0
1
2
**
*

（
0
.0
1
0
）

−
0
.0
1
9
7
**
*

−
0
.2
0
5
0
**
*

−
0
.0
0
3
1
**
*

−
0
.0
0
2
9
**
*

−
0
.0
3
5
2
**
*

−
0
.0
3
7
4
**
*

−
0
.0
3
5
6
**
*

−
0
.0
0
0
7
**
*

−
0
.0
3
7
9
**
*

0
.0
0
0
2
**
*

−
0
.0
3
8
8
**
*

−
0
.0
3
8
6
**
*

4
0
0
∼
5
4
9
万

世
帯
年
収

（
ベ
ー
ス
ケ
ー
ス
は

4
0
0
万
円
未
満
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
3
）

0
.1
1
4
3
**
*

−
0
.0
5
8
9
**
*

コ
ン
ビ
ニ
依
存
率

（
0
.0
0
4
）

5
5
0
∼
6
9
9
万

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

−
0
.0
0
3
8
**
*

0
.2
1
5
8
**
*

0
.2
1
4
6
**
*

切
片

（
0
.0
0
7
）

（
0
.0
1
8
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
2
）

−
0
.0
0
0
7
*

0
.0
0
1
4
**
*

0
.0
0
1
5
**
*

−
0
.0
2
5
6
**
*

−
0
.0
2
8
1
**
*

−
0
.0
2
6
8
**
*

−
0
.0
0
0
8
**
*

−
0
.0
2
4
5
**
*

−
0
.0
0
0
0

−
0
.0
2
5
2
**
*

−
0
.0
2
5
3
**
*

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
2
）

−
0
.0
4
5
5
**
*

−
0
.0
1
7
8
**
*

−
0
.0
2
8
6
**
*

0
.2
5
1
9
**
*

0
.3
5
5
0
**
*

0
.2
4
3
2
**
*

−
0
.0
2
2
5
**
*

0
.2
3
7
2
**
*

−
0
.0
0
1
2
**
*

−
0
.0
2
6
7
**
*

−
0
.0
0
0
7
**
*

−
0
.0
2
4
9
**
*

−
0
.0
0
0
1

−
0
.0
2
5
5
**
*

−
0
.0
2
5
6
**
*

7
0
0
∼
8
9
9
万

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
2
）

4
4
,8
5
1

4
4
,8
5
1

4
4
,8
5
1

4
4
,8
5
1

4
4
,8
5
1

4
4
,8
5
1

4
4
,8
5
1

4
4
,8
5
1

サ
ン
プ
ル
サ
イ
ズ

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
3
）

（
0
.0
0
6
）

（
0
.0
0
2
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
0
）

（
0
.0
0
1
）

（
0
.0
0
1
）

−
0
.0
0
0
6

0
.0
0
1
1
**

0
.0
0
1
1
**

−
0
.0
2
5
8
**
*

−
0
.0
2
7
2
**
*



目で，SCI の単価変化率のマイナス幅が CPI

のそれよりも大きい可能性がある．ただし，当

該個人がその価格で購入したかどうかは不明で

ある．この点を考慮できるのが，個人の購買行

動の違いを反映した価格変化率を用いた 3つ目

の実質化である．

個人別価格変化率に関する回帰式（9）におけ

るマイナスで有意の係数は，その属性における

購入商品の単価が低下していること，また，割

安品目への支出割合が高いことを示している．

個人が直面する価格変化率を一定と仮定した回

帰式（3），（5）では，50 代以上の係数はプラス

であったが，個人の購買行動を考慮した価格変

化率を用いた場合，50代以上の係数はマイナ

スで有意である．すなわち，これらの年齢層で

は，名目支出の増加に加え，他の年齢グループ

よりも相対的に割安の商品を購入したことによ

り価格変化率がマイナスとなり実質支出が増加

した可能性がある．年収については，最も高い

層での係数の値がプラスで大きくなっている

（0.7％）．職業別では，正社員で働く個人の価

格変化率が有意に低い．回帰式（10），（11）はス

ーパーへの支出割合，コンビニエンスストアへ

の支出割合を考慮した結果であり，スーパーで

の支出割合が高いほど，個人の価格変化率は低

下し，コンビニエンスストアでの支出割合が高

いほど，個人の価格変化率は上昇する．これは，

スーパーにおける単価指数の低下（コンビニに

おける単価指数の上昇），もしくはスーパーに

おける商品が割安であることを示している．ま

た，回帰式（10）と（11）の決定係数を比較すると

後者が高く（10.3％），個人別の価格変化率の変

動はコンビニエンスストアへの依存度が大きな

説明力を持つことが示唆される．ちなみに，50

代，60 歳以上の係数を回帰式（9），（11）で比較

すると，前者ではマイナスであり後者ではプラ

スになっている．これは，コンビニへの支出割

合が高い若年世帯の係数がコンビニ依存率をコ

ントロールすることにより低下していることを

反映している29）．

表 5は，税率改定後の 2014年 4月に関する

支出変化率，価格変化率の回帰結果をまとめた

ものである．駆け込み需要の反動として，公式

統計，SCIの双方で 2014年 4月の名目支出変

化率の値はマイナスである（SCIの平均値はマ

イナス 2.18％，表 3）．個人属性で比較した場

合，名目支出の減少率が相対的に大きいのが既

婚者，女性，20代・30代の若年層，年収の低

い層である．また，職業別にみると専業主婦・

主夫で減少率のマイナス幅が大きい．表 4と同

様，実質化には 3つの価格指数を用いているが，

ここでは，個人の購買行動の違いを反映した③

の実質変化率の結果に特に着目する．コンビニ

への依存率をコントロールしない回帰式（9）で

は，未婚や女性で価格変化率が高く，20 代の

価格変化率が最も高い．また，年収が高いほど

価格変化率は高くなっており，職業では正社員

の価格変化率が最も低くなっている．ここで，

表 5の回帰式（9）と比較した場合，属性により

係数の絶対値が大きく異なる箇所があることが

わかる．例えば，未婚の係数は表 4の 0.005か

ら約 2 倍の 0.0107 になっており，女性の係数

も約 2倍になっている．この傾向は年齢や年収

間でも同様であるが，職業間の係数は反対に絶

対値が小さくなっている．すなわち，婚姻状況

や性別，年齢，年収間で個人を比較した際，3

月から 4月にかけて価格変化率の格差が拡大し

た可能性を示唆している．

個人別価格変化率を用いた場合の，年収間価

格変化率格差は，4月以降も縮小はしていない．

表には掲載していないが，年収 900万円以上と

400-549万円世帯間のダミー係数の差は，4月

では 0.0078であるが，5月，6月，7月ではそ

れぞれ 0.0170，0.0067，0.0196 と，多少の変動

を記録しながらも，1-2％程度の価格変化率の

差を維持している．公式 CPI を用いた場合の

価格変化率の年収間格差は，逆にマイナスで拡

大傾向にあり，この格差は購入品目の差ではな

く，同一品目の中で生じている．消費税改定後

の価格上昇に対し，低所得者は高所得者よりも，

より安い商品での購入を行うことで生活防衛を

図っていると解釈することも可能である．実際，

米国の先行研究である Aguiar and Hurst

（2007）および Broda and Romalis（2009）の結果
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は，上記のような解釈を支持しており，この場

合，公式 CPIで計算される家計間物価格差は，

低所得者層の厚生悪化を過大評価している可能

性がある．ただし，本稿の分析では容量単価を

用いており，商品の「質」の差が考慮されてお

らず，低所得者は，より質の低い商品を安く購

入している可能性もあり，この場合は，より低

い価格がより低い品質で打ち消され，厚生がプ

消費税率改定時の家計購買行動 333

オ
ー
ラ
ル
ケ
ア

歯
ブ
ラ
シ

歯
磨
き

マ
ウ
ス
ウ
オ
ッ
シ
ュ

パ
ー
ソ
ナ
ル
ケ
ア

入
浴
剤

シ
ャ
ン
プ
ー

ヘ
ア
ー
リ
ン
ス

ヘ
ア
ー
ト
リ
ー
ト
メ
ン
ト

ア
ウ
ト
バ
ス
ヘ
ア
ケ
ア

カ
ミ
ソ
リ

石
鹼
（
パ
ー
ソ
ナ
ル
ケ
ア
）

ハ
ウ
ス
ホ
ー
ル
ド

洗
濯
用
洗
剤

中
性
洗
剤

漂
白
剤

柔
軟
剤

洗
濯
の
り

台
所
用
洗
剤

ク
レ
ン
ザ
ー

住
居
用
ク
リ
ー
ナ
ー

ト
イ
レ
用
ク
リ
ー
ナ
ー

バ
ス
用
ク
リ
ー
ナ
ー

パ
イ
プ
ク
リ
ー
ナ
ー

化
学
雑
巾

た
わ
し
・
ス
ポ
ン
ジ

カ
ビ
防
止
剤

ラ
ッ
ピ
ン
グ
フ
ィ
ル
ム

食
品
保
存
容
器

掃
除
機
用
紙
パ
ッ
ク

紙
製
品

テ
ィ
ッ
シ
ュ
ペ
ー
パ
ー

ト
イ
レ
ッ
ト
ペ
ー
パ
ー

ペ
ー
パ
ー
タ
オ
ル

ぬ
れ
テ
ィ
ッ
シ
ュ

使
い
捨
て
紙
ク
リ
ー
ナ
ー

紙
お
む
つ

大
人
紙
お
む
つ

生
理
用
品

嗜
好
飲
料

イ
ン
ス
タ
ン
ト
コ
ー
ヒ
ー

レ
ギ
ュ
ラ
ー
コ
ー
ヒ
ー

紅
茶

コ
コ
ア

麦
芽
飲
料

日
本
茶

麦
茶

中
国
茶

そ
の
他
飲
料
（
嗜
好
飲
料
）

清
涼
飲
料

1
0
0
％
ジ
ュ
ー
ス

果
汁
飲
料

ト
マ
ト
ジ
ュ
ー
ス

野
菜
ジ
ユ
ー
ス

コ
ー
ラ

サ
イ
ダ
ー

炭
酸
飲
料

コ
ー
ヒ
ー
ド
リ
ン
ク

紅
茶
ド
リ
ン
ク

液
体
茶

ス
ポ
ー
ツ
ド
リ
ン
ク

機
能
性
ド
リ
ン
ク

栄
養
ド
リ
ン
ク

ミ
ネ
ラ
ル
ウ
ォ
ー
タ
類

乳
酸
飲
料

そ
の
他
飲
料
（
清
涼
飲
料
）

ア
ル
コ
ー
ル
飲
料

ビ
ー
ル

ウ
ィ
ス
キ
ー

ワ
イ
ン

日
本
酒

焼
酎

そ
の
他
酒
類

加
工
食
品

ふ
り
か
け

お
茶
漬
け
の
素

ま
ぜ
ご
飯
の
素

カ
レ
ー

シ
チ
ュ
ー

パ
ス
タ
ソ
ー
ス

シ
チ
ュ
ー
ベ
ー
ス

メ
ニ
ュ
ー
専
用
料
理
の
素

ス
ー
プ
類

味
°
汁
・
吸
物
類

魚
貝
類
缶
詰

野
菜
缶
詰

畜
肉
ハ
ム

畜
肉
ソ
ー
セ
ー
ジ

魚
肉
ハ
ム

魚
肉
ソ
ー
セ
ー
ジ

ベ
ー
コ
ン

納
豆

つ
ゆ
・
煮
物
料
理
の
素
（
加
工
食
品
）

嗜
好
品

ア
イ
ス
ク
リ
ー
ム

デ
ザ
ー
ト
類

イ
ン
ス
タ
ン
ト
ク
リ
ー
ム

フ
レ
ッ
シ
ュ
ク
リ
ー
ム

ホ
イ
ッ
プ
ク
リ
ー
ム

ス
キ
ム
ミ
ル
ク

練
り
ミ
ル
ク

ヨ
ー
グ
ル
ト
（
嗜
好
品
）

牛
乳

乳
酸
菌
飲
料

豆
乳

ヨ
ー
グ
ル
ト
（
乳
飲
料
）

調
味
料

醬
油

味
°

食
用
塩

料
理
酒

砂
糖

低
カ
ロ
リ
ー
甘
味
料

シ
ロ
ッ
プ
類

蜂
蜜

ソ
ー
ス

ケ
チ
ャ
ッ
プ

マ
ヨ
ネ
ー
ズ

ド
レ
ッ
シ
ン
グ

香
辛
料

そ
の
他
汎
用
調
味
料

焼
肉
シ
ャ
ブ
シ
ャ
ブ
の
タ
レ

食
酢

ぽ
ん
酢

本
み
り
ん

み
り
ん
風
調
味
料

液
体
だ
し

風
味
調
味
料

削
り
節

う
ま
み
調
味
料

サ
ラ
ダ
油
・
天
ぷ
ら
油

ゴ
マ
油

そ
の
他
食
用
油

バ
タ
ー

マ
ー
ガ
リ
ン
類

チ
ー
ズ

ジ
ャ
ム
・
マ
マ
レ
ー
ド

そ
の
他
ス
プ
レ
ッ
ド
類

そ
の
他
合
わ
せ
調
味
料

調
理
用
ス
ー
プ

つ
ゆ
・
煮
物
料
理
の
素
（
調
味
料
）

主
食 米
飯
類

シ
リ
ア
ル
類

袋
イ
ン
ス
タ
ン
ト
麵

カ
ッ
プ
イ
ン
ス
タ
ン
ト
麵

乾
麵

生
麵
・
ゆ
で
麵

ス
パ
ゲ
ッ
テ
ィ
ー

マ
カ
ロ
ニ
類

小
麦
粉

て
ん
ぷ
ら
粉

唐
揚
げ
粉

パ
ン
粉

プ
レ
ミ
ッ
ク
ス

付
表
．
使
用
品
目
リ
ス
ト

注
）

S
C
I
で
容
量
情
報
が
利
用
で
き
る
品
目
数
は

1
5
6
で
あ
る
が
，
回
帰
分
析
に
用
い
て
い
る
品
目
は
上
記
リ
ス
ト
の

1
4
4
品
目
で
あ
る
．



ラスかマイナスかは明らかではない．また，表

4 及び表 5 の結果を全て，Aguiar and Hurst

（2007）のような単純な機会費用仮説で解釈する

ことは難しい．例えば，正社員に対して，無職

者や専業主婦・主夫の方が価格変化率が高くな

っていることは機会費用仮説とは非整合的であ

る30）．表 5における年齢間の価格変化率の差が，

コンビニでの購入割合をコントロールするとか

なり小さくなることは，購入活動の機会費用の

高い若年層の行動の結果と解釈することが可能

だが，表 4の 3月期での結果は 4月期と大きく

異なっており，駆け込み需要の際の購買行動で

は，異なるメカニズムが働いていた可能性もあ

り，2014年 4月に行われた消費税改定の帰着

について明確な結論を導くには，さらなる分析

が必要である．

6．結語

本考察では，個人の購入記録に基づくデータ

を活用し，2014年 4月に行われた消費税率改

定前後における個人の購買行動の相異を分析し

た．具体的には，個人の商品購入価格の相異の

情報を加味した価格指数を構築し，公式 CPI

等の他の価格指数と比較しながら，名目支出の

変化を実質支出と価格の変化に分解し，どのよ

うな個人属性が実質と価格の相異に影響を与え

たかを明らかにした．その結果，個人間の商品

購入価格の相異を考慮することで，公式 CPI

や，個人間価格が同一であると仮定する場合よ

りも，より明確に個人属性と価格変化率の相関

が観察された．具体的には，既婚にくらべて未

婚はより高い価格変化率に直面しており，概し

て，高齢層は若年層よりも低い価格に直面して

いる．高所得層はより高い価格に直面しており，

これらの結果は購入行動に関する機会費用仮説

と整合的であるが，職業別の価格変化率の相異

については機会費用仮説と整合的な結果は得ら

れなかった．

本稿では，SCIの個票データそのものを利用

していないので，厳密な意味での個人間格差を

捉えられていない．また，同一個人属性内での

個人間の差がどの程度あるかも不明である．3

月における駆け込み需要とその反動の分析を経

済理論モデルに即して行う場合，各個人が有す

る商品のストックの情報，および将来の期待購

入価格の情報が必要であるが，これらの情報を

入手することは極めて困難であり，強い仮定を

課す理論モデルか，独自のサーベイが必要とな

る．しかしながら，ある程度の集計されたデー

タであっても，個人間でシステマチックな価格

変化率の相異が生じているという本考察の結果

は，消費税率改定という大きなイベント時には，

個人間で購入価格の変動が同一であるという仮

定は極めて制約が強く，問題があることを示唆

している．消費分析を行う際には，個人が直面

するデフレーターについてのより詳細な情報，

商品価格の分布情報を考慮することが必要だろ

う．

（一橋大学経済研究所・
大阪産業大学経済学部）
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10） 900通りの内訳は以下の通りである．未婚の

回答者の属性の組み合わせは，「性別」×「年齢」×「世

帯年収」×「職業」=2×5×6×7=420通り．既婚につ

いては，「性別」×「年齢」×「世帯年収」×「職業」=2×5

×6×8=480通りである．未婚の回答者には「職業」

の選択肢に「専業主婦・専業主夫」が含まれないため，

組み合わせの数が既婚者よりも少ない．

11） 品目や購入ルートによっては，実購入者数が

極端に少ないものもある．本稿の分析では，実購入者

数が 10人未満の購買データについては削除している．

12） 品目リストについては，付表を参照のこと．

13） 職業は回答者の自主申告に基づいており，既

婚者の「専業主婦・主夫」と「無職」の差ははっきり

としない．

14） もともとの SCI には 15 歳以上の個人も含ま

れているが，本稿ではセルに含まれる標本数を確保す

るため，20歳以上に限定した．

15） 品目別の支出額について，SCIと家計調査の

比較を行った阿部・新関（2010）によると，ホームスキ

ャンデータは家計簿ベースである「家計調査」に比べ

記録される購入金額が少ないものの，支出額の年齢や

就業状態等への依存パターンや変動係数は両者でほぼ

同じであることが報告されている．

16） 残念ながら SCIからは詳細な家計構成に関す

る情報は得られない．

17） 容量単価を用いずに，通常の商品単位の価格

変化を利用する場合，全く同じ商品が二時点で購入さ

れていない限り，価格変化の計測は不可能になる．一

方，容量単価の場合は，同じ商品に限定する必要が無

くなり，より多くの購買データを利用可能というメリ

ットがある．しかしながら，商品間の品質の差は無視

するというデメリットがある．

18） 近年，容量単価指数に関する指数理論および

実証分析が多く発表されている．詳しくは Silver

（2010）と Diewert and Lippe（2010）を参照せよ．

19） 宇南山・慶田（2011）は世帯属性により商品の

購買先が異なる点に着目し，属性別の消費を実質化す

る際の価格指数として，業態別価格指数を用いている．

よって，宇南山・慶田（2011）は本稿における実質化の

①と③の中間に位置するといえる．

20） 2014年 4月以降の指数には，（1.05/1.08）を乗

じている．

21） SCIと総務省『消費者物価指数』（CPI）では，

調査対象品目に相違がある．具体的には，容量単価が

利用できる SCI の 156 品目のうち，CPI の調査品目

（4桁の品目符号）と一致するのは 91品目に限られる．

例えば，SCIの「ポン酢」「本みりん」「みりん風調味

料」は CPIの 4桁品目符号には該当するものがない

ため，CPIのより上位の類分類（「調味料」）の指数を実

質化の際利用した．

22） 3 節で述べた通り，ここでの個人 iは，厳密

には「個人」ではなく回答者属性の組み合わせにより

作成したグループを指す．SCIの回答者数は約 48000

人であるが，属性により回答者をグループ分けした場

合，各グループに属する人数は大きく異なる．例えば，

最大のグループは「既婚」の「女性」で世帯年収が

「400万∼549万円」，職業が「専業主婦」の組み合わ

せに該当するグループである（2014年 1月のサンプル

サイズは 947）．一方，最小のグループは「既婚」の

「女性」で世帯年収が「700 万∼899 万円」，職業が

「無職」の組み合わせである（2014年 1月のサンプル

サイズは 11）．グループによるサンプルサイズの多寡

も考慮する必要があるため，これ以降の分析では個人

（グループ）iのデータを各グループに属するサンプル

サイズ（d）に応じて複製している．この操作は，統計

ソフト STATAのウェイトオプション［fweight］によ

り行った．

23） ここで用いた CPIは，消費税の税率改定の影

響を取り除くため，2014 年 4 月以降については，

（1.05/1.08）を乗じた値である．

24） 店舗の購買データ（POSデータ）から容量単価

指数を算出した Abe, Enda, Inakura, and Tonogi

（2015）においても，増税前の単価指数の急落（前年同

週比で約 1％）が報告されている．

25） 個人の購入チャネル別の支出額をハーフィン

ダール指数で集計すると，2014年 3月の値は他の月

に比べ有意に低いことが確認された．

26） 世帯年収「不明」，回答者職業が「学生」に該

当するグループは回帰分析では削除した．

27） なお，職業と世帯年収の間には多重共線性が

疑われることから，回帰式から世帯年収を除いた場合，

職業の係数がどのように変化するかについて確認を行

った．その結果，職業ダミーの係数の値に大きな違い

は見られなかった．

28） 4節で示した実質化の②にあたる．

29） 購入チャネル別の支出割合をまとめた表 2に

よれば，コンビニ依存率が高いのは既婚より未婚，女

性より男性であり，年齢が低いほど依存率は高い．さ

らに，年収では大きな差はなく，職業では，パート・

アルバイトや専業主婦・主夫である場合にコンビニ依

存率が低い．

30） 正社員は，会社と自宅という二地点で購入活

動が可能であり，結果としてサーチ費用が低い可能性

がある．また，正社員の場合，週末に大型量販店で格

安で大量購入している可能性もある．
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